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（ 1 ）　大決昭和 6 年 4 月22日民集10巻380頁、最一小判昭和33年 6 月14日民集12巻 9 号1492頁。
（ 2 ）　大判大正14年 4 月24日民集 4 巻195頁。




版、平成 3 年）192頁〔斎藤秀夫＝渡部吉隆＝小室直人〕、高橋・前掲注 4 ・785頁等。もっ
とも、和解無効確認の別訴を完全に排除するか否かについては、これらの見解の中でも対立
がある。
































































































































（17）　大判明治33年 4 月26日民録 6 輯 4 号105頁、最三小判昭和37年12月25日民集16巻12号
2465頁、最二小判昭和42年 3 月31日民集21巻 2 号516頁、最一小判昭和46年 2 月18日判時626
号51頁等。
（18）　大判昭和10年12月17日民集14巻23号2053頁、大判昭和15年 8 月 3 日民集19巻16号1284頁
等。
（19）　最一小判昭和37年 2 月15裁判集民58巻695頁。
（20）　高松高判昭和44年 3 月 7 日下民集20巻 3 ・ 4 号111頁、判タ237号281頁、仙台高秋田支
判昭和48年 8 月29日高民集26巻 3 号279頁、福岡高判昭和52年10月24日判タ362号334頁、判
時884号104頁、札幌高判昭和53年11月15日判タ377号92頁。








































































































































































































































































































































































































































180　　早法 92 巻 4 号（2017）
いう「請求」とは第一審で成立した和解内容を指すように思われる。つまり、第
一審判決を和解内容どおりの判決があったものとみなしているかのようにうかが
われる。このように、不利益変更禁止の原則における場面と判旨（ 3 ）の場面と
では、第一審判決の見方を異にしているように思える。このような処理が妥当で
あるか、疑問である。
五．結語
　このように、最高裁の処理には種々疑問があり、私見は控訴審の考えに賛成す
る。
